別紙


建設関連業務に関する共同設計方式の取扱いについて

　県土整備部各室課、広域振興局の経営企画部等並びに広域振興局以外の農林水産部及び県土整備部に属する地方公所の発注に係る建設関連業務（「建設関連業務の委託契約に係る条件付一般競争入札及び指名競争入札参加者の資格等に関する規程」（昭和58年12月23日告示第1328号。以下「規程」という。）第２条第１号に掲げる業務をいう。以下同じ。）における共同設計方式の取扱いについて、以下に定めるところによることとしましたので、適切な運用を図るようお願いします。
１　対象業務
単体の資格者に加え、設計共同体の参加を認める業務は、１件につき設計金額が概ね10,000千円以上の設計業務又は設計業務を含む複合業務で、かつ大規模又は技術的難易度が高いため単体の資格者では履行が難しく、他の単体資格者と技術力を結集して実施することを認める必要がある業務とする。
ただし、設計共同体でなくても調達手続に支障がない場合や、設計共同体によることで業務が必要以上に細分化され非効率となる等、共同設計方式によることが適当でないものについては対象業務としないものとする。
具体的な対象業務は、業務の内容、規模、難易度等を考慮して、競争入札審議会において選定する。なお、調達業務を共同設計方式の対象業務とするときは、「建設関連業務の条件付一般競争入札参加資格設定要件票」のその他の要件欄に「設計共同体の参加を認める」と記載するものとし、「競争入札審議会資料」の当該欄も同様に記載する。

２　設計共同体の内容

　　設計共同体の内容は、次のとおりとする。当分の間、構成員の数及び出資比率に関する要件は付さないものとする。
（１）設計共同体を構成する者（以下「構成員」という。）は、建設関連業務競争入札参加資格者名簿（以下「名簿」という。）に登載されている者（以下「有資格業者」という。）とする。
（２）構成員の組合せは、当該発注に係る業務内容に対応する業種区分（測量、建築関係建設コンサルタント、土木関係建設コンサルタント、地質調査及び補償関係コンサルタント）の有資格業者の組合せとするものとする。したがって、業務内容に応じて、異なる業種区分の有資格業者の組合せによる設計共同体も認めるものとする。
（３）構成員は、その技術力を結集して業務を実施するものとし、それぞれ優れた技術を有する分野を分担するものとする。

　　　この場合において、構成員の分担業務は、技術力を結集して業務を実施するという設計共同体の目的に照らして必要以上に細分化しないものとする。

　　　構成員の分担業務は、業務内容により、設計共同体協定書において明らかにするものとする。なお、一の分担業務を複数の構成員が共同して実施することは認めないものとする。

（４）構成員は、その分担業務毎に、担当技術者を配置するものとする。また、代表者たる構成員は、管理（主任）技術者１名を配置するものとする。

（５）代表者は、構成員において決定された者とする。

３　設計共同体協定書

　　構成員は、設計共同体の運営形態を明確にするため、設計共同体協定書を締結するものとする。

４　条件付一般競争入札における調達手続
（１）共同設計方式による建設関連業務の調達手続を行うときは、条件付一般競争入札公告において、単体の資格者に加え設計共同体も参加を認める旨を明記するものとする。
（２）入札に参加しようとする設計共同体には、設計共同体協定書の写しを添付した入札参加資格確認申請書を提出させるものとする。なお、この申請による基本的事項の確認は、申請の対象となった業務についてのみ有効とするものとする。

５　存続期間等
（１）業務の契約の相手方となった設計共同体の存続期間は、原則として当該業務に係る委託契約の履行後３月を経過した日までとする。ただし、競争入札審議会において、必要があると認めた場合は委託契約の履行後12月以内で定めることができる。
（２）設計共同体の存続期間中のほか、期間満了後においても、当該業務につき瑕疵がある場合は、設計共同体の各構成員は連帯してその責めを負うものとする。
（３）当該業務につき結成された設計共同体が、契約の相手方とならなかった場合は、当該業務に係る委託契約が締結された日をもって解散したものとみなす。

６　その他
（１）この取扱いに係る具体的なフローについては、別添１のとおりとする。

（２）この取扱いに係る関係様式等については、次に定めのあるもののほか、別添２のとおりとする。

ア　県土整備部各室課における建設関連業務の委託契約に係る競争入札実施要綱

イ　県土整備部各室課における建設関連業務の委託契約に係る条件付一般競争入札実施要領

ウ　県土整備部各室課における建設関連業務の委託契約に係る競争入札執行事務処理基準

エ　広域振興局の経営企画部等並びに広域振興局以外の農林水産部及び県土整備部に属する地方公所における建設関連業務の委託契約に係る競争入札実施要綱
オ　広域振興局の経営企画部等並びに農林水産部及び県土整備部に属する地方公所における建設関連業務の委託契約に係る条件付一般競争入札実施要領

カ　広域振興局の経営企画部等並びに広域振興局以外の農林水産部及び県土整備部に属する地方公所における建設関連業務の委託契約に係る競争入札執行事務処理基準

キ　建設関連業務に係る電子入札運用基準

（３）その他、この取扱いに定めのない事項及びこれによりがたい事項については、必要に応じ、その都度定めるものとする。
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